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２１世紀の第１ステージ（～２０２５年）、循環型社会をめざして 

府民参加型のエコビジョンを提案します！ 

 

 

 府民、事業者、環境 NGO・NPO、行政みんなで取り組む基本的な方向を示す環境計画として、「大阪２１世紀の環境総合計画

（仮称）」を提案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○計画の期間 

 21 世紀の第 1 四半期（概ね 2025 年）を見通しつつ、2010（平成 22）年度までの計画です 

○計画の理念（方向性） 

■地球環境や有害化学物質、自動車公害など 21 世紀に残すことになった環境上の「負の遺産」の解決に向け

て取り組みます 

■持続的な発展が可能な社会にするため、「循環型の社会づくり」をめざします 

・環境に配慮したライフスタイルや事業活動に変革していく取り組みを行います 

■府民、事業者、環境ＮＧＯ・ＮＰＯそして行政がパートナーシップをもって環境保全に取り組みます 

■府は環境配慮に率先して行動し、施策の隅々まで環境配慮を優先します 
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みんなの役割に応じて、ともに取り組んでいくことが大切です！ 

○各主体の基本的な役割        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境ＮＧＯ・ＮＰＯなどの民間団体が

幅広い環境保全活動に自主的・積極的に

取り組み、大きな成果を挙げており今後

ともその役割は重要です。多くの府民や

事業者に対し、幅広い環境保全の実践活

動につなげる啓発者、情報を伝える伝達

者・仲介者、協力関係を築く促進者とし

て重要な役割が期待されます。 

NGO・NPO 

 経済社会活動の中で大きな位置を占め、これまでも環境に大きな負荷を与

えてきたことを自覚し、より一層環境負荷の低減に取り組むことが必要です。

 また、資源やエネルギーの浪費を避け、廃棄物の減量化・リサイクルなど

環境への負荷を総合的に低減するよう配慮するとともに、「拡大生産者責任」

の考え方にたった製品づくりを行うことが必要です。さらに、自ら積極的に

環境マネジメントシステムの導入やグリーン購入などに取り組んだり、地域

の環境保全活動や職員の意識向上に努めることも重要です。 

 自らも日常活動において環境への負荷を増大さ

せていることを認識し、豊かさや利便性を優先す

る価値観を見直す必要があります。あらゆる世代

の人々が性別や職業などにかかわらず相互に触発

しあい、自動車への依存や大量消費・大量廃棄型

のライフスタイルを改め、環境をよくする行動に

自発的・積極的に取り組むことが重要です。 

府 民 事業者 

 地域の実情をもとに身近

な環境の保全と創造の施策

を各主体と連携しながら総

合的に推進することが重要

です。 

また、自らの率先した取り

組みと職員の意識向上に努

めることも重要です。 

市町村 

 豊かな環境都市・大阪の構築に向け、すべての主

体の積極的な参加と協働のもと、これまでの環境施

策に加え環境保全の仕組みづくりなど、効果的な施

策を実施します。 

 また、環境教育・環境学習を推進するとともに、

府民や環境ＮＧＯ等の自発的な取り組みの促進や活

動の場づくり、その他必要な支援を行います。さら

に、広域的な施策の展開や府自らの率先実行、職員

の意識向上に努めます。 

大阪府 
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大阪府は４つの基本方向で環境を良くします！ 

この計画は、「豊かな環境都市・大阪」の構築を図ることを目標とし、概ね 2025 年における大阪の望ましい３つの環境像

及びその実現のための４つの基本方向などを掲げた長期ビジョンの部分と 2010（平成 22）年度までの短・中期の具体的な

目標や取り組みを掲げた基本計画の部分で構成しています。 

 

長期ビジョン 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

４つの基本方向 

① 持続的発展が可能な循環を基調とする元気な社会の実現   ⇒「循 環」 

② 環境への負荷が少ない健康的で安心なくらしの確保      ⇒「健 康」 

③ 豊かな自然との共生や文化が実感できる魅力ある地域の実現 ⇒「共生・魅力」 

④ すべての主体が積極的に参加し行動する社会の実現     ⇒「参 加」 

豊かな環境都市・大阪の実現に向け、すべての主体が「参加」することを基礎として、「循環」、 

「健康」、「共生・魅力」で掲げる取組を相互に連携させて実行していかなければなりません。 

「豊かな環境都市・大阪」の構築 

環境への負荷が少なく良好 

な環境が享受できる大阪 

ゆとりと潤いがあり、 

四季が感じられる大阪 

環境を大切にする 

文化が誇れる大阪 

共生・魅力

参  加 

 

健  康 

循  環 

基 本 計 画 

（2010 年度までの施策展開の基本方向） 
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環境配慮のための 

仕組みづくり 

４つの基本方向別に 26 項目の分野で施策を展開します！ 
 

○基本計画における施策の区分 
 
 
 
 
 
 

   

                         

 

 

循 環 

地球環境保全に資する 
取り組み 

ヒートアイランド対策 

自動車公害の防止 

健 康 共生・魅力 参 加 

廃棄物の適正処理 

大気環境の保全 

水環境の保全 

地盤環境の保全 

騒音・振動の防止 

環境保健対策及び公害紛争

有害化学物質による環境 
リスクの低減・管理 

 自然とのふれあいの場の 
活用 

美しい景観の形成 

潤いと安らぎのある都市 
空間の形成・活用 

歴史的文化的環境の形成 

生物多様性の確保 

パートナーシップによる 
環境保全活動の促進 

環境教育・環境学習の推進

総合的な環境情報システ

ムの整備・環境情報の提供

環境監視及び調査研究 

事業活動における 
環境への配慮 

経 済 的 手 法 等 に よ る
環 境 負 荷 の 低 減

国際協力の推進 

廃棄物の減量化・リサイクル

の推進 

水 循 環 の 再 生 

環境に配慮したエネルギー 
利用の促進 

自然環境の保全・回復・ 
創出 
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総合的な視野にたって施策の重点化を図ります 

この計画に掲げた施策分野のうち、長期的な取り組みが必要な主要課題等を考慮し、大阪府では当面、

次の施策を重点分野として取り組みます。 
 

                  
                   循環型社会の構築には、資源循環に向けた取り組みが重要です 

 

１ 廃棄物の減量化・リサイクルの推進 
 

 

                         

                           

                                  
                           ○「ごみ減量化・ﾘｻｲｸﾙｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」に基づく実践活動の推進  

○リサイクル関連諸法の円滑な施行   
         ・分別収集促進計画の策定、広報・啓発、再生品利用の促進 

○「大阪エコエリア構想」の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

循 環 

（取組方向）廃棄物の発生抑制、再使用、

再生利用（３Ｒ）を推進する 

 

大阪都市圏における循環型社会形成に向けた広域的な
システムづくりと、環境関連産業の振興により大阪の活性
化を図るため、廃棄物最終処分場の跡地等を活用して、民
間事業者を主体としたリサイクル施設等の整備や森林、ビ
オトープ等の自然とふれあう場の創造などを目的とする
「大阪エコエリア構想」を策定します。 
 また、リサイクル分野での民間事業者のニーズ等の把握
に努めながら、ベイエリアゾーン、内陸ゾーンそれぞれの
特性を活かして、事業の具体化を図ります。 

（目標）廃棄物の最終処分量を 2010（平成 22）年度までに 
概ね半減させる 

一般廃棄物 102 万㌧（平成９年度）⇒56 万㌧ 

産業廃棄物 232 万㌧（平成９年度）⇒100 万㌧ 

■府域及び全国の一般廃棄物リサイクル率の推移 
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廃棄物 民生部門 運輸部門 産業部門 エネルギー転換部門

51,561 53,828 51,319

61,835

49,224

エネルギー

転換部門

産業部門

運輸部門

民生部門

廃棄物

削減効果

12,610（Kt-CO2）
(単純将来排出量
からの削減量）

 

２ 地球環境保全に資する取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

○「地球温暖化対策地域推進計画」に基づく対策の推進 
・太陽光発電の導入促進など 

■温室効果ガスの大部分を占める CO2 排出量の推移   ・民間資金活用型ＥＳＣＯ事業の普及促進 
  （大阪府内） 

 
 
 
 
 
   

 
 
○ヒートアイランド（都市の高温化）対策の推進 

       ・建築物屋上緑化の推進・助成、地表面被覆の改善 
   
    

 
 
 

 

（取組方向） 

省資源・省エネや緑化の推

進とともに新エネの導入を

促進する 

（目標）京 都 議 定 書の批准・発 効に向けて、CO 2 など温室効果ガスを 1990

（平成２）年度レベルから 2010（平成 22）年度までに９％削減させる 

   57,724 CO2 換算 Kｔ（1990（平成２）年度）⇒ 52,542 CO2 換算 Kｔ 

国や民間の助成制度を活用し、府民、事業者、市町村等
に対し、太陽光発電をはじめとする新エネルギーの導入を
促進します。また、民間資金活用型ＥＳＣＯ事業による府
有施設での省エネルギー化を図るとともに、府の事業手法
を確立し、市町村をはじめ民間施設へＥＳＣＯ事業の普及
を図ります。 

ビルの屋上や壁面を緑化したモデル施設の整備や助成
制度の普及に努めるとともに、屋上緑化を行う事業者に対
して容積率の割り増しを認める方策を検討するなど、ヒー
トアイランド対策を推進します。 
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                   自動車公害、廃棄物処理、水質汚濁、有害化学物質対策が重要です 

 

１ 自動車公害の防止 
 

                

 

  

  

○低公害な車の普及促進  

                                                                                                              
    

                                                   
 

     

 

 

 

○事業者に対する指導の強化 

                   
○交通流・交通量対策（環状道路の整備・立体交差化等） 
                                                                                                                                                                                                                    

健 康 健 康 

（取組方向） 

ディーゼル車を中心とした

発生源対策を重点的に進め

る 

（目標）2010（平成 22）年度までに大気汚染の環境基準を概ね 

達成させる 

低公害車やＬＥＶ－６（京阪神六府県市が指定する低排出ガス車）
の低公害な車の普及を促進します。そのため、融資・助成制度を活
用するとともに、公用車についても計画的な低公害化をすすめます。
また、物品の配送に際し環境負荷の少ない車の使用を求めるグリー
ン配送を府が率先実施するとともに、民間事業者への普及を促進し
ます。 

低公害車の導入や輸送効率の向上等についての事業者指導を徹底
します。また、ユーザーの意識向上を図るため、新車の販売に際し、
排ガス性能等の環境情報の提供・説明を自動車販売者に義務づける
こと等を検討します。 

 

平成９年度 

27,000t 

平成22年度

必要削減量 

10,000t 
17,000

 

現 状 

自 動 車 排 出 ＮＯｘ 削 減 目 標 量 

将 来 

■自動車排出ＮＯｘ削減目標量 
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２ 廃棄物の適正処理 

  

 

 

 

 

 

                        

 

○不法投棄等の撲滅 
 

 
 
 

                     
                       
 

○条例制定の検討 
 
 
 

○廃棄物処理施設の整備促進 
 

○ＰＣＢ廃棄物対策の推進 
  

○最終処分場の確保（フェニックス計画の推進） 
 

○「大阪エコエリア構想」の推進（再掲） 
 

（取組方向） 

不法投棄等の撲滅に向けた

取り組みを重点的に進める 

（目標）不法投棄等を撲滅し、大阪をきれいな環境都市にする 

産業廃棄物の不法投棄等の不適正処理の撲滅を図るため、排出事業者や処理業者に対し、産業廃棄物管理票（マ
ニフェスト）の交付の徹底や適正処理の指導などを強化するとともに、優良な処理業者を育成する方策の検討を
進めます。 

また、不法投棄の取り締まりを徹底するとともに、「産業廃棄物不適正処理対策会議」等を活用し、警察や市
町村等と連携したパトロールの強化や情報の共有化により迅速な対応を図るなど未然防止に努めます。 

214 217
259

400
434

0

100

200

300

400

500

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

件
数

廃棄物の適正処理等を推進し、大阪を魅力あるきれ
いな環境都市とするための条例の制定をめざします。

■産業廃棄物不法投棄等件数（苦情件数）
の推移 
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３ 水環境の保全 

 

 

 

 

 

                             

■河川水質（ＢＯＤ）の 

             

 
○第５次水質総量規制の実施 

 
 

                                              
                                                                                                                              

 
 
 
 
○生活排水対策（下水道事業、合併浄化槽設置等）の推進 
 
 

          

 
 
 

 
○下水道の高度処理水の有効利用の推進 
 

（取組方向） 

河川などの水質汚濁の主な

原因である生活排水対策を

重点的に進める 

 

（目標）2010（平成 22）年度までに河川水質の環境基準を概ね達成させる

生活排水を適切に処理するために、下水道や合併浄化槽などを地域の実情に応じて適切に選択し、生活排水処
理施設の効率的な整備を促進します（2010（平成 22）年度までに生活排水処理率の 100％達成をめざします）。

また、河川の自浄作用を向上させるために、川床に礫（れき）を敷きつめて水を広く薄く流すなどの対策を進
めます。 

さらに、河川や大阪湾の水質改善に向けて、下水処理の高度化を進めます。 

■河川水質（ＢＯＤ汚濁負荷量）の推移  

大阪湾への流入負荷量を削減するた
め、COD の総量規制を強化するととも
に、植物プランクトンの増殖による有
機汚濁（内部生産）の原因となる窒素・
りんについても総量規制を行います。 

平成 11 年度

生活排水 
77.0％ 

産業排水 
19.9％ 

その他 
3.1％ 

生活雑排水 
50.5％ 下水道 

し尿処理場 
35.7％ 

し尿浄化槽 
5.9％ 

0 200 400 600

平成11

平成7

昭和55

昭和45
（年度）

ＢＯＤ汚濁負荷量

その他産業排水生活排水

573
(100)

（トン/日）

116
(20)

136
(24)

272
(47)

( )は昭和45年度を100とした時
の指数を示す。
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４ 有害化学物質による環境リスクの低減・管理 

 

 

 

 

 

 

 

 
○化学物質に係る自主管理の改善の促進 

  
 

 

 

 

 

 

○化学物質に関する知見・情報の充実と環境リスクの管理 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○土壌汚染対策の制度化 
（未然防止、早期発見・早期措置のための土壌調査） 

 

（取組方向） 

事業者の自主管理の改善に

よる排出抑制を促進する 

（目標）2005（平成 17）年度までにダイオキシン類の排出量（平成 12 年度）

を約４割削減する 

ＰＲＴＲ法に基づき有害化学物質の排出量などの把握・公表を行うとともに、事業者に対して排出抑制のための
助言・指導を行います。また、事業者に有害化学物質の管理・排出状況に関する情報の公開を促すとともに、化
学物質の取り扱いの改善により排出削減に貢献した優良事業所の公表・表彰を行うなど、事業者の自主管理の改
善を促進します。 

環境ホルモンや有害化学物質の環境モニタリング調査を
実施するとともに、知見の集積に努め、その情報を府民に提
供します。 

また、府域の地域特性に応じた有害化学物質の管理手法を
確立するとともに、有害性の優先順位が高い化学物質から排
出抑制を図るなど、環境リスクの低減に努めます。 

■廃棄物焼却施設から排出されるダイオキシン類
の排出量の推移  

(平成９～11 年度まではコプラナーＰＣＢを除く数値) 

103.6 97.3
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道路

宅地

その他

水面等

農用地

森林･

原野

58,770ha

15,591ha

10,174ha

15,991ha

59,241ha

29,500ha

都市公園の開設面積(平成 11 年度末) 

  … 4,197ha  

 
大阪はみどりが少ないことから、みどり環境の創出に向けた取り組みが重要です 
 

 自然環境の保全・回復・創出 

 
 
 
 
 ○府立自然公園の指定拡大 
 

〇公園、学校等におけるビオトープ整備の推進 
 
  ○森林・農空間・水辺のグランドデザインの策定 

■府内の土地利用の状況(平成 11 年) 
○大阪エコエリア構想における「共生の森」づくり 
 
○森林・里山保全活動（里山トラスト事業）の推進 
 
○市街地の緑化推進（都市公園の拡充及び屋上緑化の推進） 
 
○エコロジカル（水とみどりの）ネットワークの推進 

                        
 
 
 
 
 
 
 
 

共生・魅力 

（取組方向） 

都市と自然が共生する魅力

ある地域づくりに向け、地域住

民の参加によるみどり環境の創

出を進める 

（目標）府民が自然環境を通じて心の豊かさ、うるおいを実感でき、 

自然と共生する社会の実現をめざす 

大阪を取り囲む周辺山系の“みどり”と大阪湾や多くの河川の“水”など

の自然空間のネットワーク化を図り、身近な自然の息吹を“まち”に吹き込

みます。このため、府民参加による森林保全活動の推進やビオトープ整備を

はじめとする緑の拠点の確保、ビルの屋上･壁面を利用した緑化の推進に努

めるとともに、「水都大阪」の再生に向けた川づくりやベイエリアでの樹林

等の整備、干潟や藻場の保全・創造を進めます。 
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環境情報発信拠点等の整備 

 

環境教育・環境学習の推進や総合的な環

境情報システムの整備、さらにエコビジネ

ス振興のための支援等を総合的かつ効果的

に推進するため、既存の大阪府公害監視セ

ンターの機能を再構築し、環境情報の総合

的な拠点施設「大阪府環境情報センター」

を整備します。 

 
循環型社会の構築には、環境に配慮したライフスタイルや経済社会システムへ
の変革が重要です 

 
環境配慮のための仕組みづくり 
 

○府民、事業者、環境ＮＧＯ・ＮＰＯと行政とのパートナーシップ
による環境保全活動の実施（環境パートナーシップの構築） 

○学校における環境教育・環境学習の推進 
 
 
 
 
 

 
○総合的な環境情報システムの整備 

 
 

 
 
○環境影響評価制度の推進・拡充（戦略的環境アセスメント） 
○エコビジネス振興のための支援（環境技術のコーディネート） 
 
 
 
 
 
○「府庁率先行動計画」の策定及び「環境配慮のための行動指針」
の普及 

参 加 

（取組方向） 

すべての主体が環境配慮の行

動を自主的積極的に取り組むと

ともに、パートナーシップをも

って取り組めるよう環境配慮の

ための仕組みをつくる 

（目標）環境に配慮したライフスタイルや事業活動を活発化させる 

エコビジネスに役立つ新たな環境技術について産・学・官共同による調

査研究を進めるとともに、環境技術のコーディネートによりエコビジネス

に取り組む事業者に情報や技術支援を行っていきます。 

学校における環境学習プログラムの作成や「総合的な学習の時間」等を

活用して、環境ＮＧＯ・ＮＰＯの派遣システムを整備するなど、子どもた

ちが環境問題に自主的に取り組んでいけるよう支援します。 

 

実践活動に役立つ幅広い環境情報の提供や環境ＮＧＯ・ＮＰＯなど各主

体の交流を促進するため、双方向の環境情報ネットワークを構築します。
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府職員自らが率先して環境ボランティア活動に積極的に参加す

るよう推奨していきます。 

府が率先して府有施設に太陽光発電などの新エネルギーや

ESCO 事業を導入する取り組みを進めます。 

○ESCO 事業:府立母子保健総合医療センター（H13） 

○太陽光発電:農林技術センター（H13）、安威川流域下水道中央

処理場(H13)、三島浄水場（H14）、紀泉ふれあい自然塾（H15）

○森林バイオマス:木質資源利用ボイラー（H14） 

○ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ:警察本部棟（仮称）（H14） 

府有施設については、「大阪府施設緑化基準」に基づく緑化の推

進に取り組んでいます。特にスペースに限りのある市街地にお

いては「屋上緑化」などスペースの有効利用による施設緑化に

ついての取り組みを進めます。 

○普及モデルとして府庁本館屋上に屋上庭園の整備（H13） 

平成 11 年２月に本庁舎、同年 8 月に村野浄水場で ISO14001 認証取得し

ています。今後、府が率先して環境マネジメントシステムの導入拡大を

行い、事業者等への取り組みを促進していきます。また、「大阪府グリー

ン調達方針」により、府におけるグリーン購入の一層の推進を図ります。

府公用車に天然ガス車や LEV-6 等の低公害な自動車を率先導

入します。ディーゼル車については原則として 13 年度中に全車

両の低公害化を図り、ガソリン車も新規登録から 13 年を超える

車両は低公害化を図ります。 

環境マネジメントシステムの確立・グリーン購入の推進 

エコエネルギーの導入 

あらゆる事務事業に環境配慮を徹底することをめざし平成８年

度に策定した「環境にやさしい大阪府庁行動計画（ｴｺｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）」

を平成 14 年度に新たに策定し、取り組みのさらなる拡大を図り

ます。 

府庁率先行動計画の策定 

府有施設の緑化推進 

公用車の低公害化 

大阪府職員環境ボランティア活動の推奨 

■府 の 率 先 行 動 の 拡 大 

 この環境総合計画を推進する立場にある府は、すべての主体の模範でなければなりません 

 自ら事業者・消費者という立場から環境マネジメントシステムの確立、グリーン購入の推進など率先実行を拡大します 
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■計画の効果的推進 
 

 この計画の目標達成に向け、
効果的かつ継続的な改善ができ
るよう進行管理・点検システム
の具体化を図ります。 
 

 

■環 境 配 慮 の た め の 
行動指針の普及・啓発  

 
府民一人ひとりの日常生活や

事業活動を営む上で必要な環境
配慮について理解と実践を喚起
するため、「  環境配慮ための 
行動指針」を掲げ、その普及・
啓発を図ります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

                 

基 本 方 針
 

環境方針 

施策の選択において見直し 

見 直 し 

施策・事業の実施 

実施・運用 

毎年度講じようとする施策  

立  案 

環境の状況・講じた施策 

評  価 

継 続 的 改 善

議会報告・公表 

 

Plan 

Do 

Action 

Check 

環境基本条例の施策の基本方針 

環境総合計画の施策の展開方向 

個別計画の施策方針 

 

議会報告・公表 

新しい行政評価システム 

目標達成の自己評価 

環境白書等で公表 

環境基本条例 

環境総合計画 


